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 政治の貧困の中で、派遣切りに見られる異常な事態が続いています。こうした状況は小泉・

竹中氏の新自由主義・構造改革の中で格差がだんだん広がってきた、さらにサブプライムロー

ン問題からリーマン・ブラザーズの破綻以降の大不況の中で働く者を含め大変な状況になって

います。テレビを見ていたら、今の時代は滑り台の時代であるというような発言をしていまし

た。上に乗ったらすぐ一番下まで行ってしまうということのようですが、いかがな発言かと思

いますが、こうした中、福井県内の求人倍率は０．８１ですが、直近１０年では最大の下落幅

だそうです。厚労省の全国調査では、１５７，８００人の派遣労働者が失職するという発表を

していますが、業界団体では４０万人くらいにはなるだろうと推計しています。ところが、一

部の経営者のお話を聞いていると、経営の最大の目的は利潤の最大化にあり、競争に勝つには

致し方ないとか、雇用の問題を企業に向けるのは筋違いで、政府の施策の問題だとか、規制緩

和を推し進めたのは政府であり、セイフティー・ネットも政府が作るべきだとかいった形で責

任を転嫁しています。いきなり寮から追い出さなくてもその企業が潰れるとは思いませんが、

そのような違法行為をしておいて、ボランティアと税金で尻拭いをするというというのはバカ

な話です。本当に経営者の品格がなくなっています。労働者の３割が非正規労働者といわれま

すが、働き方の多様化などといいながら、パート・アルバイト・派遣・請負といった形で働か

せながら利潤をあげて行こうと考えているようです。今日はこうした問題点についてお話いた

だけるものと思っております。 

 

はじめに 

私のいる福井県立大学は法人化したので労働組合法上の組合を作ることはできるが作ってい

ない。しかし、労働基準法上のいくつかの制約で労働者の過半数代表というのが必要になる。

給与を振り込みにするとか、時間外労働の協定を結ぶとかに必要なので、それを大学で私がや

らされている。労働者派遣法にも労働者の過半数代表というのが係わっており、２６業種とい

う専門職種以外の職種で３年以上の派遣を受け入れる派遣先では、受け入れ先の労働者の意見

を聴取しなければならない。常用雇用の代替、つまり、元々いた労働者の替わりとして派遣労

働者がその場を占めてしまうのを何とか防ごうという条項である。法４０条の２にある。昨日

も大学の委員会で現状はどうなっているのかといった話をしている。 

 

１ 県内雇用情勢 

厚生労働省の「非正規労働者の雇止め等の状況について （ ２月 報 告： 速 報 ）」では、全

国集計結果は２，３１６事業所 １５７，８０６人となっている。福井県は、２，３１２人とい

うことで、人口規模では高い比率である。福井県の人口規模割合では１，０００人程度でがあ

るが、福井村田製作所やアイシン・エイダブリュ工業など大手の割合が多いと思われる。愛知

県などと比較すればマシはマシであるが。外国人の雇い止めが越前市（旧武生市）を中心にし

て、日系の労働者が働いていたが、職がなくなっている。本国に帰れるかどうかを含めてだが、

「日系人の街に寒風 越前市の日系ブラジル人、１年で４３０人減る」（２００８年１２月２７

日の朝日新聞）という記事だが、日系人が減ったので賃貸マンションの空き家が増えて、地域

社会の今までのバランスが崩れているということである。 
もう一方、中国人だが、派遣切りの関係では中国人の話は出てこない。これは当たり前で、

両者には就労の違いがある。日系人は９０年代初頭の規制緩和で、日本人と血のつながりがあ
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る人々という不思議なカテゴリーで就労が自由化された。外国人ではあるが、どんな仕事に就

こうが自由だ。中国人は通常の外国人の規制を受け、研修・技能実習・就学という形で日本に

入ってきて仕事をしている。こちらは、最低賃金法の適応がなかったりなどの問題点がある。

派遣切りは労働の問題だが、むしろ人権問題として話題になっている。円がドルに対して高い

１００円以下だと、製造業の輸出は大変なので生産量を調整して派遣切りなどになる。しかし、

研修などの名目で外国から働きに来るという方のうまみは残っている。ブラジル人は本国に帰

らなければならないが、中国人は日本国内で働くチャンスがある。両者の状況は異なる。 
最近の新聞から拾ったところでは、「明日へ：断崖から介護の道 失業、福井・東尋坊で保護さ

れ」（毎日新聞 ２００９．２．１８）は、職種の転換の話で、介護関係の仕事にということだ

が、元製造業の派遣の人を福祉・農林業にというアイデアだが、向き不向きがある。介護関係

の人から見ると、困ったときの受け皿みたいにその職種が軽く見られているのではないかとい

う人もいる。技能を重視していないのではということだ。介護は身体介護ばかりでなく、家族、

施設では施設内の他の職種、居宅介護では、居宅に係わる他の職種との情報のやり取りが上手

か下手かが重要である。女性が多いが、学生時代に何かの企画で手紙を人に回すなどの経験を

した人ほど手書きで簡潔に情報を伝えることが出来る。状況を教える、家族に伝言を残すこと

が上手であり、「俺はモノ造りさえしていればよい」というタイプの人は下手である。しかし、

製造業の派遣をやっていた人でも向いている人は沢山いるはずで、それをどう発掘するかであ

る。 
有効求人倍率は大都市部は悪い数字が出る。公共職業安定所という就労ルート以外のルートが

非常に多いからである。数字がよければ働き口は沢山あるかというとそうでもない。これまで、

０．５とか０．６といった数字のところでも働き口は沢山あった。福井県はそのような種類の

労働市場はそれほど発達してこなかった。有効求人倍率の数字が状況を比較的反映してきた。 
 

２ 三者間労働関係 

請負か派遣かということで、三者の関係を示す図がよく出てくる。指揮命令があるかないかと

いったことだが、図１は普通の労使関係で労使が１対１の関係である。労働者のほうから見れ

ば、使用者のいうことを聞くことによって、使用者から何らかの給付を受けるのが普通の雇用

関係である。発注受注の関係でも同様のことがいえる。個人タクシーと客の関係も同じである。 

労働者派遣と請負の違いだが、注文者―

請負者―労働者 建設工事の場合、注文

者が請負者に工事を発注する。または、

構内請負の場合、請負者はメーカーから

ラインの仕事を請負う。そして代金を受

け取る。請負った側が労働者を雇用して

おり、請負者と労働者で普通の労使関係

が成立している。注文者がどうかはさし

あたり何の関係もない。図３は派遣の関

係だが、労働者が派遣元の会社から派遣

先に行くが、派遣先と派遣元で労働者派

遣契約が結ばれる。それに基づき Aとい

う派遣労働者が派遣先に行って仕事を

する。労働者は派遣先の指示で仕事をす

るが、給料は派遣元からもらう。つまり、

繋がっていなかった派遣先と労働者が繋がるということである。ただし、倉庫の普請をお願い
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したとしても注文主と大工さん間に何の関係もないかというと、そうではない。たとえば、「つ

いでにここをやっといてよ」というように工務店を抜きに注文主と大工さんの間で話が成立す

ることは部分的にはある。しかし、それは大工さんの全体を決めていることではないが、全体

を決めているのが労働者派遣である。 

（労働者派遣法が出来た背景） 

労働者派遣は８０年代までは職業安定法で例外なく禁止されていた。雇い主ではないところ

に労働者を派遣して派遣先の言うことを聞かせることはだめだとなってきた。その原則からは

ずれそうなものとして、放送の世界・プログラミングの世界がある。放送では、TVの番組は TV

会社の社員が制作しているのではなく時間枠を売っているだけで、番組の中身は番組制作会社

が作っている。制作会社はカメラマンのような技術職、ライティング、録音、取材班の車など

を請負契約で発注して、そのように渾然一体となって番組を作っていくことが普通に行われて

いた。その時には、派遣労働の契約は、したがって図２の請負契約で行われている。注文者の

TV局ディレクター・プロデューサーと労働者であるスタッフが直接やり取りしないと番組制作

ができない。注文者と労働者が例外的にではなく、日常的に繋がっている。これを素直に認め

ると職業安定法違反になる。プログラミングもそうだが、１９７０年代の後半、銀行業務では、

通帳と支払票に印鑑を押して預金を下ろすことが一般的だった。今のようにキャッシュカード

１枚で全国どこの窓口でも預金を下ろせるというのは隔世の感がある。最初は自分の銀行だけ

でキャッシュカードで預金を下ろせることだった。次が都市銀行の間だけで下ろせる。その次

が地銀を含めて下ろせるようになってきた。その間に金融機関は第○次オンライン化として金

融機関同士で間違いなく情報のやり取りが出来るかを確かめる。その時にプログラマーの働き

は、都銀から NEC が請負う。巨大な計算機センターを作り、NEC は雇っているプログラマーを

チーム編成して A 都銀のプログラミングの為に派遣する。注文者の A 銀行の担当者が情報の流

れのシミュレーションをしたいとすると、その計算機を動かせという相手は NEC のプログラマ

ーなのである。両者に緊密なチームワークができる。作業途中は請負った会社はほとんど関係

ない。そこで、おそらく「労働者派遣」という考えが出てきたのであろう。そして、１９８５

年に労働者派遣法ができる。 

産業構造がサービス化・第三次産業中心になってくると、製造業を中心の時代では考えられ

ないことが出てくる。労働者は使用者に使用されているが、いつもお客様の意見を聞いてやる

ということが出てくる。そのことで使用者から自分の給料をもらうということが沢山ある。ち

ょっと労働者派遣のようなことでもある。労働者派遣と似ている。 

（建設産業における請負と労安法の関係） 

建設産業は下請けの関係が重層化している・注文者から仕事を請負い、その請負った仕事を

又、次に回す。その間、色んな職種を集めまるから、注文者と請負者の関係は何重にもなる。

その場合、最後の段階での請負者と労働者がシンプルに対応する。ところが、現実の建設現場

では安全上の理由とかで、元請に責任がかかってくる場合がある。２次下請け、３次下請けの

労働者がヘルメットをかぶっていない、安全な通路を歩いていないといった場合、危険な行為

として注意しなければならない義務が元請にかかってくる。これは労働安全衛生法上の関係で

ある。 

（派遣と請負の関係） 

派遣の関係では、労働者は派遣元から給料を受け、派遣元の労務管理を受けている。もし、

派遣先が労働者を別なところにさらに派遣したらどうなるかだが、そうすると、やたらいうこ

とを聞くべき相手が増えるわけで、労働者の立場を非常に不安定にする。したがって、派遣法

上は二重派遣が禁止されている。請負の場合は雇い主との関係だけだから請負が重層化しても

問題はない。労働法上の規制はない。 



（コンビニにおける労働） 

ついでに、労働者から考えをずらして、客に何かを供給するという観点で、卸あるいはメーカ

ーがある商品を小売店に卸す、小売店は客との間に商品を売買する。客はそのメーカーの商品

といった形で、卸・メーカーをも選んでいる。下流の買い手は強いポジションになる。かつて

は、ダイエーの例のようにエンドユーザーに強いポジションが強い立場にあった。ところが、

コンビニエンスストアーのフランチャイジーの場合、フランチャイジーを店主と考え、フラン

チャイザーをチェーンの本部と考えると、この場合、フランチャイジーは時間切れの弁当を値

引きして売る自由があるかである。ないのである。一般の小売店と違う。本当の独立した商店

の場合には、お盆などに「勝手ながら休ませていただきます」という張り紙をして休めばよい。

しかし、コンビニはそれができない。一般の小売店とは物流の方向が逆になっている。フラン

チャイジーはフランチャイザーからモノを仕入れるわけだから、店主本人の主観からすれば、

本部よりも力が強くなければならないはずだが、実際は逆で、本部の支配・フランチャイザー

の被支配という関係になっている。フランチャイザーは客に物を売るとともに、本部にもお客

に物を売るというサービスを売らなければならない。どちらに対しても立場が弱い。 

三者が結びついた関係は、このように支配・被支配の関係を生み出しやすい。そこに派遣とい

う例外的な措置ができてしまった。 

（物流における労働） 

物流：ものの移動あるいは持ち手の交代だが、そこに「取引」の要素が内包されている。運送

の仕事の例だが、ダンプカーにナンバー以外の番号をつけている。「ダンプ規正法」といわれる

ものだが、規則によって荷台に記号が書いてある。○営という自動車運送事業としてやってい

るもの、みどりの営業ナンバーをつけている。しかし、○販・○建は白ナンバーであり、商売

として物を運んではいけない。○建は自分のトラックで自分の骨材を運ぶということは勝手な

のである。○販は砂利販売業で A 地点から B 地点に砂利を運ぶ場合、販売の自家用車で砂利を

運んでいるということだが、現実には「販売手数料」が入るが、これを「運賃」と表現しない。

つまり、物を運ぶこと、情報も同様の関係が成り立つ。単純に物を作る以外の関係に取り込ま

れている。 

（装置産業における労働） 

反面、もの作りの一定部分が「装置産業」化している。化学工業の場合、コンビナートのよう

な産業の場合、従事者はパイプの中を流れる液体をどうコントロールするか、バルブが詰まっ

ていないかなどの点検している。そこで作業している人は多くがメンテナンス業である。 

 

３ 新時代の日本的経営？ 

新時代の日本的経営は３つに分けていた。「基幹的な仕事をする人たち」、逆に「臨時的な仕

事をする人たち」、「専門的な仕事をする人たち」に分けていくのだといわれた。しかし、単純

作業と複雑な判断はじつは連続している。単純作業のことが分からずに複雑な判断はできない。

逆に、ずっと単純な作業をやっていると厭になってきて、ついつい複雑は判断をしてしまう。

８０年代に、日本的経営はポスト・フォーディズムを先取りしていると喧伝されていた。フォ

ードは「構想と実行の分離」といい、生産計画は本部が立て、単純な仕事を現場がやるとした。

映画「モダンタイムス」の世界である。そのやり方と、日本はだいぶ違うといわれていた。そ

のことも今は忘れられている 

その連続性を時間的な連続性に転換する。慣れてきたら複雑なこともやってくれということで

柔軟性を発揮する。そのようにするには労働者が長期間雇用されていなければ無理である。 組

織で言えば長期安定雇用・取引では長期安定取引（建設業のように下請けに入るものが固定さ

れている）になる。それで、複雑なことをずっとカバーしてやってきたはずである。 



「非正規・派遣にも人権はあるから派遣を悪く言うな」という言い方があるが、タカ派の労

働法学者の大阪大の小島憲昭氏などである。しかし、それは転倒した言い方である。派遣（非

正規）と正規の間に画然と線を引いておいて、派遣を悪いと言ったらかわいそう、と突如感情

論に訴えるが、そうではない。線が引かれているということをこれ以上肯定してどうするのか。 

 

４ 労働内部での議論の限界 

正規社員（職員）対非正規社員（職員）という構図は何も生み出さない。金融機関／持株会

社／本社 の雇用の調整弁が事業会社や支社だったりする。戦前の職員の調整弁が工員だったり

する。それが、最近のことだというのはもちろん間違いである。そこが不平等だということが

あって、様々な是正策が考えられてきた。労働基準法のような労働政策がその代表格である。

売り買いの関係・支配従属の関係がどれだけ輻輳していても、働いている人の労働条件が一定

のレベルで維持されるのであれば、問題は深刻ではない。ところが、ここ 20 年程度の規制緩

和の中で、その是正のベクトルが弱まってきた部分も多い。 

正社員は既得権に安住しているという言い方をよくされる。大竹文雄大阪大学教授の「正社員

の雇用保障を弱め社会の二極化を防げ」（『ウェッジ』2009 年 2 月号）という記事だが、「正社

員との二極化は解消されていない」といっているが、はたして二極化といえるかどうか。「問

題が起きるたびに、それぞれに対し個別に手当てするという各個撃破は、結局「安定的雇用の

減少と不安定雇用の増加」という構図を全く解決しない。」述べている。さらに、「個別の規制

強化は…抜け穴探しは永遠に続くことになる。機械への代替や労務コストの安い海外への移転

を通じて雇用量そのものも減少していくだろう。」としているが、これは何も立証されていない。

現実にも分からない。一般的にそう思うという法則であるが、それと、個別労働問題への規制

の効果はないということの関係ははっきりしない。その次に「つまり平均的な中間層を増やし

て経済全体の雇用量を安定的に推移させることと設定されるだろう。そのために本質的に必要

な手立ては、非正規雇用への規制強化ではなく、正社員の既得権益にメスを入れることである。」

と述べている。しかし、正社員の既得権益とはなんであろうか。年功的に賃金を受け取るある

いは期間の定めのない雇用で定年まで働くことが出来るというのは、既得権益というよりは、

若いときの低賃金の裏返しである。本当に職務給が支払われ、年功賃金の上がり方がもっと緩

やかならば、若いときにもっと給料を貰えているということである。仕組みを変えてしまうと、

中ほどより後の人はその給料をもらい損ねる可能性がある。住宅ローンを組んだ場合、将来、

給料が上がることを前提に組む。ローンを返せなくことを恐れる。あるいは教育費もそうであ

るが、ハシゴを外されることを恐れるわけである。今の正社員は甘い汁を吸っているからこれ

以上給料を上げなくてもいいと主張するなら、それに変わるべき住宅政策・教育政策がなけれ

ばならない。 
一方、雨宮処凛さんの話は「正社員たたきをする気はない」「対立構造をあおるのは逆効果」だ

といっている。 
労働市場の内部での職の取り合いでは物事は進まないが、ただ、「イス取りゲーム」がこれほど

深刻に論じられるのには、高度成長期のような失職しても「帰るところ」（すなわち農山漁村）

がなくなってきているという背景もある。かつての農山漁村は、狭義の社会保障の仕組みだけ

ではなく、色んな雇用創出の仕組み、補助金、税制上の優遇で富がつぎ込まれてきた。そこで

何とか転がり込める余力があった。しかし、日本の農業政策は将来に亘って維持できる政策で

なくなっており、帰るところが昔ほど豊かではなくなってきている。その意味でも我々は 80 年

代以前には戻れない。 

 

５ 「労使自治」の完結しない世界として 



（派遣と請負の判断基準） 

 「労使自治」が完結していない中で、どうするかだが、どんな場合を派遣とみなし、どんな

場合を請負とみなすかという 告示 37 号『労働者派遣事業と請負により行われる事業との区

分に関する基準』 （昭和 61 年労働省告示第 37 号）をどうするかである。請負というのは民

法上の契約でありそれ自体を規制するものはない。画然と分ける線は見つからない。かつては、

愛知県の東三河と静岡県の浜松では、県境を越えただけで、派遣と請負の判断基準が変わった

という例もある。偽装請負も話題になったので、製造業派遣をどうするかということで、『製造

業の請負事業の雇用管理の改善及び適正化の促進に取り組む請負事業主及び発注者が講ずべき

措置に関するガイドライン』（基発第 0629001 号・職発第 0629001 号・能発第 0629001 号、平

成 19 年 6 月 29 日）が出された。しかし、このガイドラインは厚労省も表看板に出していな

い。それほどうまく線が引けない。製造業派遣は禁止しても仕方のない部類に入っているので

はないか。元々、構内請負業という型で事業が行われてきており、一律に禁止するのは能がな

いが、派遣の型で行われていても、３年を過ぎると色んな規制がかかってくるということで、

その規制を免れるために３ヶ月間だけのクーリング期間を置き、また派遣するということも行

われている。それを実態としてどうコントロールするかだが、労働基準行政のほうでもっとが

んばるべきである。 

（登録型派遣） 

一方、登録型派遣をどうするかだ。最初の例に出した放送やプログラミングは、常用的に雇用

されている労働者が前提にされていた常用型派遣である。強く規制しなければならないのは登

録型派遣である。登録型派遣とは派遣契約が成立する間だけ雇用関係が成立するというもので、

派遣契約が切れてしまえば派遣会社との雇用関係も切れてしまうというものである。普段は登

録しているだけで雇用関係はない。どこかの企業との間で派遣契約が結ばれると連絡があって、

雇用関係ができる。その不安定性というのは非常に問題である。ところが、派遣法成立時に、

最初入っていなかった｢登録型｣が最終段階に書き込まれたということが今年２月１日と８日 

のテレビ朝日「サンデープロジェクト」で報道された。労働者派遣事業等小委員会座長の高梨

昌氏が「登録型」を追加したのではないかという話である。本来は、正社員型だけで動き出し

た派遣法の話が、いつの間にか単純な仕事の登録型派遣が入れられたというのである。当時の

登録型派遣で考えられていたのは、８０年代の時代背景があって、今の登録型派遣の悲惨な状

況を想定していなかったのではないか。 

登録型派遣は恐らく禁止すべきであろう。ただし、登録型派遣に類似の有料職業紹介をどうす

るかというような問題は出てくるが。 

６ 公共サービスにおける民間委託の在り方 

 公共サービスでの民営化・民間委託だが、請負か派遣かわからないようなかたちで委託され

ているものが沢山ある。９０年代の半ば以降の自治体の財政の問題・職員の定数の問題・必要

とされる公共サービスの種類が増える・量も増える・高齢化も進んでいるという背景がある。

財政の問題ではどうしても価格の安い方に委託することになる。それを何とか食い止められな

いかということで総合評価方式の活用がある。受託側の労働条件に焦点を絞ったものが兵庫県

尼崎市の総合評価方式である。朝日新聞の2008 年11 月29 日朝刊「尼崎市の非正規雇用者、賃

金上積み条例案 ３会派提出へ」という見出しで、「市役所で働く非正規雇用者の賃金を引き上

げるための条例案を発表した。最低賃金法に基づく同県の最低賃金は時給７１２円だが、高卒

の同市職員の初任給（時給９４５円）と同じにすることを派遣・委託業者に義務づける内容で、

１２月２日開会の定例市議会に提出する。可決されれば、最低賃金を独自に上積みする全国初

の条例になる。民主・社民系、共産、無所属の３会派代表らが記者会見し、「市の非正規雇用

者の多くは最低賃金ぎりぎりで働いており、公共サービスの質を確保するのが難しい」と条例



の意義を説明した。」との記事である。ところで、記事の最後に重里俊行・大阪産業大教授（産

業社会学）が取材に応じられた「格差是正は理解できるが、『市役所で働く人だけなぜ手厚く支援

するのか』と納得できない市民もいるだろう。仕事の中身を精査し、正規と非正規の職員が同一賃

金でいいのかも慎重に見極める必要がある」とするコメントはいただけない。ビル清掃の分野で、

最低価格の札を入れた業者が落札するという原則があるために、その地域の民間の間で形成されて

いる相場を破壊してしまう効果がある。雇用が不安定になってくる、景気が悪くなってくると、な

りふり構わず委託事業の受注合戦を繰り広げることは目に見えているので、価格競争を野放しにし

てはいけない。 

 

質問 

Ｔ：新自由主義の先頭に立ってこられた元一橋大教授の中谷巌氏が構造改革は誤りだったとい

う本（『資本主義はなぜ自壊したか』）を出しましたが、その点についてどう思われるか。 

ＮＨＫの討論番組で竹中平蔵氏は「社員が非正社員を搾取している」と公然といっているが、

一般国民にの受取方を伺いたい。 

 

吉村：中谷巌氏には前科があり、８０年代日本的経営を盛んに奨励していた。その後、９０年

代に手のひらを返し、新自由主義の論客になり、今までの雇用の在り方を見直してしまおうと

いっておられた。それがまた今回、あれは間違いだったとおっしゃっている。したがって、あ

まり信用されていない。世の中の流れを見る状況判断としては実に的確な判断をしているとい

うことであろう。時代状況の問題を反映してはいる。しかし、反省といっても新しい問題が出

てきている。例えば、ベーシック・インカムといった問題だが、単に貧困といっても子供の貧

困が重視されなければならないが、貧困が再生産されないようにどのような政策を打っていく

かなど、具体的なテーマを考えなければならない。それなのに、構造改革で旗を振ったことは

誤りだったというだけでは、又、元のかたちに戻ればいいのかということを含めてはっきりし

たものはでてこないのではないか。 

竹中平蔵氏の「正社員が非正社員を搾取している」というのは「イス取りゲーム論」であり、

正社員・非正社員の現在の位置は、構造としてやむなくいるのであって、誰かが誰かを搾り取

った結果ではない。経済的な話というよりは「政治的」な話なのである。救いがあるのは非正

社員を支援しているグループから正社員を攻撃するつもりはないとう言葉がすかさず出てくる

ことである。これは政治的な駆け引きとしてはある程度「成熟」しているといえる。「正社員が

非正社員を搾取している」という言葉に納得しているということにはなっていない。しかし、

メディアの状況が気にかかる。ＴＶ・ラジオを含めバイアスがかかっている。 


